
「障害福祉サービス等報酬改定検討チーム」

開催要綱

平成 30 年８月 13 日

１．目的

障害福祉サービス等に係る報酬について、報酬改定の検討を行うた

め、厚生労働省内で「障害福祉サービス等報酬改定検討チーム」（以

下「検討チーム」という。）を開催し、アドバイザーとして有識者の

参画を求めて、公開の場で検討を行うこととする。

２．当面の検討項目

（１）障害福祉サービス等報酬改定の基礎資料を得るための各種調査に

ついて

（２）平成 31 年 10 月に予定されている消費税率の引上げに対応するた

めの報酬改定について

（３）その他

３．検討チームの構成員等

（１）厚生労働大臣政務官を主査、社会・援護局障害保健福祉部長を副

主査とし、その他の構成員は別紙のとおりとする。

（２）アドバイザーとして別紙の有識者の参画を求める。

（３）主査が必要と認めるときは、関係者から必要な意見を聴くことが

できる。

４．検討チームの運営

（１）庶務は、社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課が行う。

（２）議事は公開とする。

（３）その他、検討チームの運営に関し必要な事項は、検討チームが定

める。

障害福祉サービス等報酬改定検討チーム

第 1回（H30.８.29） 資料１

社会保障審議会障害者部会

第 91 回（H30.10.24） 資料３
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（別紙）

「障害福祉サービス等報酬改定検討チーム」 構成員等

主 査： 厚生労働大臣政務官

副 主 査： 社会・援護局障害保健福祉部長

構 成 員： 社会・援護局障害保健福祉部企画課長

社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長

社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課長

社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課障害児・発達

障害者支援室長兼地域生活支援推進室長

アドバイザー： 有賀 道生 社会福祉法人青い鳥横浜市東部地域

療育センター所長

石津 寿惠 明治大学教授

井出 健二郎 和光大学教授

岩崎 香 早稲田大学人間科学学術院教授

小川 正洋 柏市保健福祉部障害福祉課長

佐藤 香 東京大学社会科学研究所

社会調査・データアーカイブ研究

センター教授

野澤 和弘 毎日新聞論説委員

橋本 美枝 医療法人聖母会成田地域生活支援

センター施設長

平野 方紹 立教大学教授

渡邉 和夫 宮代町福祉課長

（敬称略、50 音順）
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次期障害福祉サービス等報酬改定に向けた検討の進め方について（案）

【平成 30 年】

第１回 ８月 障害福祉サービス等報酬改定検証調査(平成 30 年度)

について議論

・ 次期報酬改定に向けた課題や検討事項の整理

・ 課題解決のための調査方法等について議論 等

第２回 10 月頃 障害福祉サービス等従事者の処遇改善について議論

・ 新しい経済政策パッケージ（平成 29 年 12 月８日閣議決定）

に基づいた、新たな処遇改善 等（参考１）

第３回 11 月頃 障害福祉サービス等に関する消費税の取扱い（参考２）

平成 31 年度政府予算編成

【平成 30 年】

12 月頃 障害福祉サービス等報酬改定率の決定

【平成 31 年】

２月～３月頃 障害福祉サービス等報酬改定内容の決定

10 月 障害福祉サービス等報酬改定

※ 議論の状況については、適宜、障害者部会に報告する。

※ 来年度の障害福祉サービス等報酬改定検証調査について、適切な時期

に議題とする予定。

障害福祉サービス等報酬改定検討チーム

第１回（H30.８.29） 資料２
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第２章 人づくり革命

５． 介護人材の処遇改善

（具体的内容）

人生１００年時代において、介護は、誰もが直面し得る現実かつ喫緊の課題である。政府は、在宅・施設サービスの整備の加速化や介護

休業を取得しやすい職場環境の整備など、これまでも介護離職ゼロに向けた重層的な取組を進めてきたところである。安倍内閣は、

２０２０年代初頭までに、５０万人分の介護の受け皿を整備することとしているが、最大の課題は介護人材の確保である。介護人材を確保す

るため、２０１７年度予算においては、介護職員について、経験などに応じて昇給する仕組みを創り、月額平均１万円相当の処遇改善を行う

など、これまで自公政権で月額４万７０００円の改善を実現してきたが、介護人材確保のための取組をより一層進めるため、経験・技能のあ

る職員に重点化を図りながら、介護職員の更なる処遇改善を進める。

具体的には、他の介護職員などの処遇改善にこの処遇改善の収入を充てることができるよう柔軟な運用を認めることを前提に、介護サー

ビス事業所における勤続年数１０年以上の介護福祉士について月額平均８万円相当の処遇改善を行うことを算定根拠に、公費１０００億円

程度を投じ、処遇改善を行う。

また、障害福祉人材についても、介護人材と同様の処遇改善を行う。

（実施時期）

こうした処遇改善については、消費税率の引上げに伴う報酬改定において対応し、２０１９年１０月から実施する。

障害福祉人材の処遇改善

○ 新しい経済政策パッケージ（平成29年12月８日）（抜粋）

参考１
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消費税率８％引上げ時の対応（平成26年４月）

○ 診療報酬や、介護報酬の検討状況及び、「障害福祉サービスに関する消費税課税の実態調
査」の結果などを踏まえて、社会保障審議会障害者部会において議論を行い、報酬改定を実施
した。 （改定率 0.69％）

＜主な対応＞
・ 直近データの「平成23年度障害福祉サービス等経営実態調査」の結果等により、各サービスの給付費対象費用から人件
費その他の非課税品目を除いた課税費用率を算出し、これに税率引上げ分を乗じて基本報酬単位数へ上乗せした。

・ 診療報酬や介護報酬の検討状況及び「障害福祉サービスに関する消費税課税の実態調査」の結果等を踏まえ、設備等
の高額投資への対応は行わないこととした。

消費税率10％引上げに向けた対応

○ 今後、障害福祉サービス等報酬改定検討チームにて、2019年10月の消費税率10％への引
上げを見据えた報酬改定を検討。

障害福祉サービス等報酬におけるこれまでの消費税対応
参考２
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平成30年度報酬改定を踏まえた今後の課題及び次期改定に向けた検討

障害福祉サービス等報酬改定検討チーム

第１回（H30.８.29） 資料３

① サービスの質を踏まえた報酬単位の設定

② 客観性・透明性の高い諸情報に基づく報酬改定

③ 食事提供体制加算について

④ 就労継続支援Ａ型と放課後等デイサービスにおける送迎加算

⑤ 身体拘束等の適正化について

⑥ 居宅介護について（利用実態把握等）

⑦ 重度障害者等包括支援の対象者の要件について

⑧ 就労移行支援利用後の一般就労について

⑨ 就労継続支援Ａ型における最低賃金減額特例について

⑩ 就労移行支援における支援内容の実態把握と今後の対応

⑪ 共同生活援助における個人単位で居宅介護等を利用する場合の

経過措置の取扱いについて

⑫ 計画相談支援・障害児相談支援のモニタリング実施標準期間等について

⑬ 医療的ケア児者について（判定基準の調査研究）

「平成30年度障害福祉サービス等報酬改定の概要」に
示された今後の主な課題等

各種調査・
研究を活用
し実態把握
等を行う

障害福祉サービス等
報酬改定検証調査

（障害福祉サービス等の経営状況
に関する事項）

・ 障害福祉サービス等経営概況調査
・障害福祉サービス等経営実態調査

その他、障害者総合福祉
推進事業等を活用

（障害福祉サービス等従事者の
処遇改善等に関する事項）

・障害福祉サービス等従事者
処遇状況等調査

各種調査・研究

○ 「平成30年度障害福祉サービス等報酬改定の概要」において検討が必要とされた事項等について、以下の形で整理する。

障害福祉サービス等報酬改定検討チームと報酬改定検証調査等の関連について

2018年度調査
（委託事業）

平
成
30
年
度
報
酬
改
定

（
２
０
１
８
年
度
）

２
０
２
１
年
度
報
酬
改
定

障害福祉サービス等報酬改定検討チーム 【調査内容を検討チームに諮る趣旨】
・平成３０年度報酬改定の効果検証や、次期報酬改定に
向けた課題に関する調査・研究を実施する。

・報酬改定検証調査等の結果は、次期報酬改定の基礎資料
となるため、アドバイザー等より意見を聴いた上で実施する。

2019年度調査
（委託事業）

2020年度調査
（委託事業） 6



2021年度障害福祉サービス等報酬改定に向けた各調査のスケジュール（案）

厚
労
科
研

等

総
合
福
祉
推
進
事
業

2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020（平成32）年度

報
酬
改
定
検
証
調
査

【調査事項】

・ 訪問系サービスの支援の実態調査

・ 地域生活支援拠点等の整備に関する実態調査

・ 生活介護のあり方に関する実態調査（改定概要①②）

・ 共同生活援助(グループホーム)における「個人単位で居宅介護等を利

用する場合の経過措置」の利用状況に関する調査研究（改定概要⑪）

・ 相談支援専門員の担当件数の実態把握及び標準担当件数の妥当性

に関する調査研究

・ 就労移行支援及び就労継続支援サービスの提供実態に関する調査

研究（改定概要⑧⑨）

２
０
２
１
年
度
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
等
報
酬
改
定
の
概
要
取
り
ま
と
め

【調査事項（予定）】

・ 生活介護における支援に関する実態調査

（改定概要①②）

【厚労科研】

・ 総合支援法の見直しに向けたサービスの実態の把握及びその効果の

検証のための研究（改定概要⑦）

※ 重度障害者等包括支援の利用実態等

・ 障害福祉サービス等報酬における医療的ケア児の判定基準確立のた

めの研究（改定概要⑬）

【総合福祉推進事業】

・ 食事提供体制加算等に関する実態把握（改定概要③④）

・ 障害者虐待の未然防止等に関する研究（改定概要⑤）

・ 居宅介護の支援の実態調査（改定概要⑥）

・ 就労移行支援事業所における効果的な支援と就労定着支援の実態

及び課題に係る調査研究（改定概要⑩）

・ グループホームを利用する障害者の生活実態に関する調査研究

【厚労科研（予定（研究名等は仮称））】

・ 総合支援法の見直しに向けたサービスの実

態の把握及びその効果の検証のための研究

（改定概要⑦） ※ 重度障害者等包括支援の

利用実態等

・ 計画相談支援・障害児相談支援におけるモ

ニタリ ング標準期間の見直しに伴う効果・影響

の検証（改定概要⑫）

【総合福祉推進事業（予定（研究名等は仮称））】

・ 居宅介護の支援の実態調査（改定概要⑥）

【調査事項（予定）】

・ その他、30年度、

31年度において、

新たに対応が必要

となった課題等に

対応する調査を実

施

等

等

等

等

等
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障害福祉サービス等報酬改定検証調査等
（平成30年度調査）の実施について

8



① 障害福祉サービス等報酬改定検証調査
（平成30年度調査）の概要
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障害福祉サービス等報酬改定検証調査（平成30年度調査）の概要

１．調査の目的

○ 次期報酬改定に向け、障害福祉サービス等報酬改定検討チームにおいて検討が必要とされた事項や、平成30年度

報酬改定の効果検証に必要な事項等について調査を行い、各サービスの提供実態等を把握することを目的とする。

２．実施調査

① 訪問系サービスの支援の実態調査

② 地域生活支援拠点等の整備に関する実態調査

③ 生活介護のあり方に関する実態調査

④ 共同生活援助(グループホーム)における「個人単位で居宅介護等を利用する場合の経過措置」の利用状況に関する調査研究

⑤ 相談支援専門員の担当件数の実態把握及び標準担当件数の妥当性に関する調査研究

⑥ 就労移行支援及び就労継続支援サービスの提供実態に関する調査研究

※ 別紙１～６にて各調査等の概要をお示しする。別紙１～６は現時点の素案であり、今後、調査の具体化により変更があり得る。

３． 調査の方法等

○ 実施時期：平成30年10月

○ 抽出方法：調査対象となる事業所等について、サービス別に調査対象の重複等を考慮して、無作為抽出を行う。

４．今後のスケジュール（予定）

平成30年 ～ ９月下旬 調査票・記入要領の作成、調査関係書類の印刷

10月 調査実施

平成31年 ～ ３月 調査結果のとりまとめ

３月 報告書公表
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１．訪問系サービスの支援の実態調査

○ 訪問系サービス従業者の要件については、経過措置や暫定的な取扱がある他、介護保険サービスと乖離があるなかで、従
業者の種別ごとのサービス内容の実態を把握することにより、今後の従業者要件等のあり方検討の基礎データとする。（事業
所調査）

○ その他、国保連データで把握できない支給の実態を把握するための調査を行う。（市町村調査）

１．調査目的

○ 訪問系サービス事業所における業務等の実態を把握し、平成30年度報酬改定による影響や課題等について検証を行う。

２．検証のポイント

＜事業所調査＞
・ 訪問系サービス共通項目（利用者の属性： 障害種別、在宅／施設入所、年齢区分、障害の程度 等）
・ 居宅介護（平成30年度報酬改定で減算を設けた初任者研修修了者が居宅介護計画を作成している件数 等）
・ 重度訪問介護（事業所における従業者の種別ごとの役割や支援内容、新人のOJTや担当の交代時の引継ぎに要する時間
等）

・ 同行援護（事業所における従業者の種別ごとの役割や支援内容、サービス提供の質の向上に係る事業所の取組状況）
・ 行動援護（サービス提供の質の向上に係る事業所の取組状況）

＜市町村調査＞
・ 各サービスの支給決定時間（サービス提供時間）

４．主な調査項目

（別紙１）

○ 居宅介護事業所、重度訪問介護事業所、同行援護事業所、行動援護事業所、市町村

３．調査対象
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２．地域生活支援拠点等の整備に関する実態調査

○ 障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、地域が抱える課題やニーズに向き合い、地域で障害児者やその家族が安
心して生活するため、緊急時にすぐに相談でき、必要に応じて緊急的な対応が図られる体制として、障害福祉計画に基づき地
域生活支援拠点等（以下「拠点等」という。）の整備を推進している。

○ しかし、整備未定の市町村が大半を占めるなか、第５期障害福祉計画（平成30～32 年度）において、拠点等の全国的な整備
を完了させることとしており、未整備の自治体における課題の抽出、分析、検証が必要である。

１．調査目的

○ 第５期障害福祉計画において、全国的な整備を完了させるため、未整備の自治体における課題の抽出（深堀り）、分析・検証
を行う。また、整備済みの自治体における必要な機能の取組みの傾向について整備類型別、地域別等の視点から分析・検証
を行う。

○ そして、次期報酬改定ならびに必要な機能の充実・強化を含めた第６期障害福祉計画に係る基本指針の目標設定を検討す
るための基礎的なデータを収集する。

２．検証のポイント

・ 整備状況
・ 整えるのが特に困難な機能（相談、緊急時の受け入れ・対応、体験の機会・場、専門的人材の確保・養成、地域の体制づくり）
・ 整備類型（多機能拠点整備型、面的整備型 等）
・ 独自に付加している機能の具体的な内容
・ 平成30年度以降に強化・充実を図る予定の機能の内容
・ 整備における課題
・ 整備までのプロセス 等

４．主な調査項目

（別紙２）

○ 市町村等

３．調査対象
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３．生活介護のあり方に関する実態調査

○ 平成30年度障害福祉サービス等報酬改定において、次期報酬改定に向けて引き続き検討、検証を行う事項として、「客観性・
透明性の高い諸情報に基づく報酬改定」及び「サービスの質を踏まえた報酬単位の設定」が挙げられており、事業者の経営状
況、提供しているサービスの質や量、利用者のサービス利用実態や収入・支出の状況、サービス利用者が近年急増している原
因といった報酬改定の基礎となる諸情報について、客観性・透明性の高い手法により把握するための所要の措置を講じた上で、
きめ細かい報酬改定を適切に行うための検討を行うことが必要である。

１．調査目的

○ 平成28、29年度報酬改定検証調査等において、生活介護の基本的なデータ及び生活介護の多種多様な支援実態が明らか
になっているが、次期報酬改定の検討に向けて、提供サービスの質の評価等に資するデータを把握し、検証を行う。

２．検証のポイント

・ 多種多様な支援の提供状況について、障害支援区分別・障害種別別・時間別・定員規模別等を軸に、一定の傾向があるかど
うか分析を行うための項目

・ 質の向上を図る観点から、生活介護事業所における多種多様な行為（支援）別に、障害特性を踏まえた機能（サービス等利
用計画に位置付けられた支援の目的等）の内容等

４．主な調査項目

（別紙３）

○ 生活介護事業所

３．調査対象
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４．共同生活援助（グループホーム）における「個人単位で居宅介護等を
利用する場合の経過措置」の利用状況に関する調査研究

○ 平成30年度障害福祉サービス等報酬改定において、次期報酬改定に向けて引き続き検討、検証を行う事項として、「共同生
活援助における個人単位で居宅介護等を利用する場合の経過措置（※１）の取扱いについて」が挙げられており、共同生活援助
を利用する重度の障害者が個人単位で居宅介護等を利用することについては、新たな類型である日中サービス支援型の施行
状況等を踏まえた上で、引き続きそのあり方を検討する必要がある。

○ 本調査においては、共同生活援助事業者（個人ヘルパーの受入）、居宅介護事業者及び重度訪問介護事業者（個人ヘル
パーの派遣）に対し、経過措置の利用状況について調査を行う。（※２）

※１ 共同生活援助を利用する重度障害者が個人単位で居宅介護等を利用することについて、平成33年3月31日まで経過措置としている。（日中サービス支援型含む）
※２ 日中サービス支援型を含めた、共同生活援助の実施状況については、別途障害者総合福祉推進事業で把握する。

１．調査目的

○ 職員配置や支援時間、報酬算定等の関係性を分析し、効果的・効率的な支援方法を検証する。

２．検証のポイント

＜共同生活援助事業所に対する調査＞
・ 利用者について(障害支援区分、重度障害者支援加算の対象の有無）
・ 生活支援員の配置について（通常の職員配置、経過措置利用時の職員配置）
・ 個人ヘルパーを派遣する事業者について（居宅介護事業者及び重度訪問介護事業者の名称・所在地、利用者ごとの派遣日数）

＜居宅介護・重度訪問介護事業所に対する調査＞
・ 利用者の支給決定の区分（居宅介護の区分、重度訪問介護の区分）
・ 利用者の支給決定の支給量
・ 派遣日ごとの支援時間、報酬算定

４．主な調査項目

（別紙４）

○ 経過措置を適用している共同生活援助事業所及び当該事業所の利用者にサービス提供をしている居宅介護等事業所

３．調査対象
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５．相談支援専門員の担当件数の実態把握及び標準担当件数の
妥当性に関する調査研究

（別紙５）

○ 平成30年度障害福祉サービス等報酬改定において、計画相談支援・障害児相談支援については、質の標準化を図る観点か
ら、1 人の相談支援専門員が1 月に実施するサービス利用支援等の標準担当件数（35件）を設定し、標準担当件数を一定程度
超過する場合の基本報酬の逓減制を導入したところである。

○ 標準担当件数（35件）が相談支援専門員の業務実態等に合った適切な水準となっているか、その妥当性を検証することを目
的とする。

１．調査目的

○ 標準担当件数の設定により、相談支援専門員ごとの担当件数のバラつきは解消されていくことが見込まれるが、依然としてバ
ラつきがある場合、そのバラつきの要因を分析する。

○ 調査結果を踏まえ、計画相談支援・障害児相談支援における相談支援専門員の担当件数の設定方法のあり方について、平
成33年度報酬改定に向けて検討するための基礎資料とする。

２．検証のポイント

・ 相談支援専門員の基本情報（雇用形態、経験年数 等）
・ 相談支援専門員１人当たりの平均担当件数（サービス等利用計画／障害児支援利用計画の別、計画作成件数／モニタリン
グの別 等）

・ 計画作成、モニタリングに関する詳細調査（利用者特性（障害種別・障害支援区分・強度行動障害の別・医療的ケア児の別・
年齢区分等）、居宅までの移動距離 等）

４．主な調査項目

○ 計画相談支援事業所、障害児相談支援事業所

３．調査対象
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６．就労移行支援及び就労継続支援サービスの
提供実態に関する調査研究

○ 平成30年度障害福祉サービス等報酬改定において、就労系サービスに関して、以下の状況に応じた基本報酬を設定した。
・ 就労移行支援は前年度の就労定着者（就職後６月に達した者）の割合
・ 就労継続支援A型は前年度の利用者の１日当たりの平均労働時間数
・ 就労継続支援B型は前年度の利用者に支払った平均工賃月額

○ 次期報酬改定に向けて、以下の事項に関しては、引き続き検討、検証を行う必要がある。
・ 一般就労の範囲について、就労移行支援の利用を経て一般就労した際の雇用形態や労働時間数についての実態を把握
した上で、対応を検討する。

・ 就労継続支援A型については、重度の障害者との雇用契約締結当初に最低賃金減額特例を適用している事業所もある
が、こうした事業所について、最低賃金減額特例の適用者数、適用期間、最低賃金の減額割合などの実態を把握した上で
対応を検討する。

１．調査目的

○ サービス提供の拒否の状況、一般就労者数・定着状況、賃金・工賃の状況等を把握し、平成30年度報酬改定による影響・効果
を検証した上で、次期報酬改定に向けて検討するための基礎資料とする。

○ 就労系障害福祉サービス終了後一般就労した者の雇用形態・労働時間数等の実態把握や就労継続支援A 型における最低賃
金減額特例の適用者の適用期間・賃金月額等の実態把握を行い、次期報酬改定に向けて検討するための基礎資料とする。

２．検証のポイント

・ 基本情報（法人種別、事業の実施形態、利用定員、実利用者数、障害種別の実利用者数 等）
・ 報酬改定前後の事業変更の状況、サービス提供の拒否の状況、一般就労への移行者数・定着者数、賃金月額・工賃月額の状況
・ サービス終了者の状況（終了者の行先、職種、一般就労した者の雇用形態・勤務形態・月額の平均賃金額 等）
・ 就労継続支援A型における最低賃金減額特例の適用者の状況（適用者数、適用期間、障害種別、賃金月額、労働時間数、一般
就労への移行者数、定着者数 等）

４．主な調査項目

（別紙６）

○就労移行支援事業所、就労継続支援（A型・B型）、就労定着支援

３．調査対象

16



② その他の事業における報酬改定関係
事業（平成30年度）の概要
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平成30年度障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査について（案）

○ 平成30年度障害福祉サービス等処遇状況等調査について、以下の考え方に沿って調査を実施する予定である。

１．調査の目的
障害福祉サービス等従事者の処遇状況及び福祉・介護職員処遇改善加算の影響等を評価・分析し、報酬改定

のための基礎資料を得るものである。

２．調査時期
平成30年10月（前回：平成29年10月）

３．調査対象及び抽出方法
① 障害者支援施設・障害福祉サービス

居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、療養介護、生活介護、短期入所、重度障害者等包括支援、
施設入所支援、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、自立生活援助、共同生活援助、計
画相談支援、地域相談支援

② 障害児通所支援・障害児入所支援
児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問

支援、福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設、障害児相談支援

４．調査項目
処遇改善加算等の状況、調査対象サービスにおける給与等の状況、職員個人の処遇状況、従事者の状況、障
害福祉サービス等の提供状況
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その他の事業における報酬改定関係事業（平成30年度）

平成30年度障害福祉サービス等報酬改定において、引き続き検討が必要とされた事項等について、障害者総合福祉推進事業
等において、以下の事業を行っている。（平成30年度事業）

○ 平成30年度から実施される新サービスである自立生活援助、就労定着支援や対象拡大される重度訪問介護、見直しが検討さ
れている重度障害者等包括支援、重度対応型グループホームについて、その効果や課題について次期報酬改定も踏まえて検
証する必要がある。
○ 本研究課題では実際に新類型、拡大されたサービスの支給決定状況、サービスの利用状況について、利用者（家族）、事業者
（相談含む）、自治体を対象とした調査を行い、事業所、行政、関係団体などによる検討会を設置し、サービスの効果の検証を行う。

１．総合支援法の見直しに向けたサービス実態の把握及びその効果の検証のための研究（厚労科研）

○ 平成30年度の障害福祉サービス等報酬改定において、医療的ケア児（人工呼吸器や胃ろう等を使用し、たんの吸引や経管
栄養などの医療的ケアが日常的に必要な障害児）に対する支援体制を評価する見直しを行った。しかし、現在の報酬上の評価
においては、重症心身障害児（重度の身体障害と知的障害が重複していて、歩けない児童）を受け入れる場合と、それ以外の２
つの区分しかなく、歩ける医療的ケア児を受け入れる場合の評価がないため、受入が進まない現状にある。このため、より実態
に即した評価を行うためには、医療的ケア児の判定基準を確立することが不可欠である。このため、平成33年度報酬改定に向
けて、障害児通所事業所等において、医療的ケア児の受け入れを促進し、必要な支援の提供が可能となるよう、医療的ケア児
の判定基準を確立する。

２．障害福祉サービス等報酬における医療的ケア児の判定基準確立のための研究（厚労科研）

○ 日中活動サービス等における食事提供体制加算等や、送迎加算に係る実態を把握することを目的とする。

３．食事提供体制加算等に関する実態把握（障害者総合福祉推進事業）
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○ 就労移行率が高い就労移行支援事業所における支援の実態を把握し、効果的な支援について分析､周知する。
○ 就労移行支援事業所が新たに実施する就労定着支援の実態を把握する。
○ 定着支援にあたり利用者や企業が支援機関に求めることを調査し、適切な事業運営に資する。

６．就労移行支援事業所における効果的な支援と就労定着支援の実態及び課題に係る調査研究
（障害者総合福祉推進事業）

○ グループホームを利用する障害者の状態（障害種別、障害支援区分等）と生活実態（経済状況、日課等）について調査を行い
実態把握を行う。

○ グループホームの運営状況の調査（支援内容、職員・設備の状況等）
○ グループホームから単身生活への移行支援の状況調査

７．グループホームを利用する障害者の生活実態に関する調査研究（障害者総合福祉推進事業）

○ 障害福祉サービスの特性を踏まえながら居宅介護のあり方を検討するため、居宅介護の支援の実態を把握する。

５．居宅介護の支援の実態調査（障害者総合福祉推進事業）

○ 障害者虐待防止法第14 条に規定する「養護者の支援」についての具体的な支援方策について研究調査をする等により、今
後の障害者虐待の相談体制の構築及び未然防止に係る研究を行う。

４．障害者虐待の未然防止等に関する研究（障害者総合福祉推進事業）

その他の事業における報酬改定関係事業（平成30年度）
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障害福祉分野の最近の動向

障害福祉サービス等報酬改定検討チーム

第１回（H30.８.29） 参考資料

（目次）

１． 障害福祉制度をとりまく状況

２． 平成30年度障害福祉サービス等報酬改定について
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１．障害福祉制度をとりまく状況
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（在宅・施設別）
障害者総数 ９３６．６万人（人口の約７．４％）

うち在宅 ８８６．０万人（９４．６％）

うち施設入所 ５０．６万人（ ５．４％）

身体障害者（児） 知的障害者（児） 精神障害者

４３６．０万人 １０８．２万人 ３９２．４万人

在宅身体障害者（児）

４２８．７万人（９８．３％）

在宅知的

障害者

（児）

９６．２万人

（８８．９％）

在宅精神障害者

３６１．１万人（９２．０％）

施設入所

知的障害

者（児）

１２．０万人

（１１．１％）

入院精神障害者

３１．３万人（８．０％）

施設入所身体障害者（児） ７．３万人（１．７％）

（年齢別）
障害者総数 ９３６．６万人（人口の約７．４％）

うち６５歳未満 ４８％

うち６５歳以上 ５２％

○ 障害者の総数は９３６．６万人であり、人口の約７．４％に相当。
○ そのうち身体障害者は４３６．０万人、知的障害者は１０８．２万人、精神障害者は３９２．４万人。
○ 障害者数全体は増加傾向にあり、また、在宅・通所の障害者は増加傾向となっている。

※ 身体障害者（児） 及び知的障害者（児）数は平成28年（在宅）、平成27年（施設）の調査等、精神障害者数は平成26年の調査による推計。なお、身体障害者（児）には高齢者施設に入所している身体障

害者は含まれていない。

※ 平成2８年の調査における在宅身体障害者（児）及び在宅知的障害者（児）は鳥取県倉吉市を除いた数値である。

※ 在宅身体障害者（児）及び在宅知的障害者（児）は、障害者手帳所持者数の推計。障害者手帳非所持で、自立支援給付等（精神通院医療を除く。）を受けている者は19.4万人と推計されるが、障害種

別が不明のため、上記には含まれていない。

※ 複数の障害種別に該当する者の重複があることから、障害者の総数は粗い推計である。

身体障害者（児） 知的障害者（児） 精神障害者

４３６．０万人 １０８．２万人 ３９２．４万人

６５歳未満の者（２６％）

６５歳未満の者

（８４％）

６５歳未満の者（62％）

６５歳以上の者（７４％）

６５歳以上の者（３８％）

６５歳以上の者

（１６％）

障害者の数
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単位（万人）

○平成２９年３月→平成３０年３月の伸び率（年率）・・・・・ ６．４％

(３０年３月の利用者数)
このうち 身体障害者の伸び率…… ０. ８％ 身体障害者…… ２１．５万人

知的障害者の伸び率…… ２. ７％ 知的障害者…… ３８．８万人
精神障害者の伸び率…… ８. １％ 精神障害者…… ２１．２万人
障害児の伸び率 …… １４．８％ 難病等対象者… ０．３万人（2,698 人）

障害児 …… ３０．４万人（※）
（※障害福祉サービスを利用する障害児を含む）

※各年代の前年同月における伸び率
２０歳以上３０歳未満・・・・３．４％
３０歳以上４０歳未満・・・・１．６％
４０歳以上５０歳未満・・・・２．９％

５０歳以上６０歳未満・・・・７．０％
６０歳以上６５歳未満・・・・０．７％
６５歳以上・・・・６．０％

利用者数の推移（６ヶ月毎の利用者数推移）（障害福祉サービスと障害児サービス）
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障害福祉サービス関係予算額は10年間で２倍以上に増加している。

（注１） 平成20年度の自立支援給付費予算額は補正後予算額である。
（注２） 平成21年度の障害児措置費・給付費予算額は補正後予算額である。
（注３） 平成29年度の地域生活支援事業等には地域生活支援促進事業分も含まれる。

（億円）

10,373億円
（+11.4%）

10,849億円
（+4.6%）

11,560億円
（+6.5%）

12,656億円
（+9.5%）

5,380億円

5,840億円
（+8.6%）

5,989億円
（+2.5%）

6,716億円
（+12.1%）

7,346億円
（+9.4%）

8,406億円
（+14.4%）

9,314億円
（+10.8%）

13,810億円
（+9.1%）

障害福祉サービス等予算の推移
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11,319
12,549

14,467 15,475
16,710

17,944 18,991
20,259

637
656

1,025
1,324

1,746

2,281

2,901

3,598

0.0

5,000.0

10,000.0

15,000.0

20,000.0

25,000.0

30,000.0

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

障害児

障害者

16.5 16.6
18.8 18.8 19.2 19.5 19.8 20.3

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

19.9 19.8

7.9 8.2 8.9 9.6 10.3 10.9

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

〇 障害福祉サービス等における総費用額は増加傾向にあり、平成28年度から平成29年度の伸び率は、全体
で9.0％、障害者サービスで6.7％、障害児サービスで24.0％となっている。

〇 また、一人当たりの費用月額をみると、新体系完全移行後の平成24年度以降、障害者サービス、障害児
サービスともに増加傾向にある。

○総費用額の推移 ○１人当たりの費用月額の推移（障害者サービス）

（単位：億円）

（単位：万円）

※ 一人当たりの費用額には計画相談支援、地域相談支援、障害児相談支援は含まない。

→ 新体系完全移行

○１人当たりの費用月額の推移（障害児サービス） （単位：万円）

→ 新体系完全移行

障害福祉サービス等における総費用額及び１人当たりの費用月額の推移

11,956

13,205

15,492

16,799

18,455

20,225
21,892

23,857

出典：国保連データ
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居宅介護

7.2%

重度訪問介護 3.4%

⾏動援護 0.5%

同⾏援護 0.7%

療養介護 2.6%

生活介護

29.5%

短期入所 1.7%

施設入所支援 7.9%

共同生活援助

（介護サービス包括型)

7.6%

共同生活援助

（外部サービス利⽤型) 0.6%⾃⽴訓練(機能訓練) 0.1%

⾃⽴訓練(生活訓練) 0.7%

宿泊型⾃⽴訓練 0.2%

就労移⾏⽀援 2.8%

就労継続支援A型

4.3%

就労継続支援B型

14.0%

計画相談支援

1.0%

障害児相談支援 0.3%

児童発達支援 3.8%

放課後等デイサービス

10.4%

福祉型障害児入所施設 0.2% 医療型障害児⼊所施設 0.2% 居宅介護

重度訪問介護

⾏動援護

重度障害者等包括⽀援

同⾏援護

療養介護

生活介護

短期入所

施設入所支援

共同生活援助

（介護サービス包括型)

共同生活援助

（外部サービス利⽤型)

⾃⽴訓練(機能訓練)

⾃⽴訓練(生活訓練)

宿泊型⾃⽴訓練

就労移⾏⽀援

就労移⾏⽀援（養成施設）

就労継続支援A型

就労継続支援B型

計画相談支援

地域移⾏⽀援

地域定着支援

障害児相談支援

児童発達支援

医療型児童発達⽀援

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

福祉型障害児入所施設

医療型障害児⼊所施設

※ 端数処理の関係で内訳の合計は総数に一致しない。

障害福祉サービス等におけるサービス種類別にみた総費用額及び構成割合

出典：国保連データ

金額 比率
居宅介護 1,721 7.2%
重度訪問介護 800 3.4%
行動援護 121 0.5%
重度障害者等包括支援 3 0.0%
同行援護 177 0.7%
療養介護 617 2.6%
生活介護 7,040 29.5%
短期入所 411 1.7%
施設入所支援 1,888 7.9%
共同生活援助（介護サービス包括型) 1,809 7.6%
共同生活援助（外部サービス利用型) 152 0.6%
自立訓練(機能訓練) 26 0.1%
自立訓練(生活訓練) 167 0.7%
宿泊型自立訓練 48 0.2%
就労移行支援 674 2.8%
就労移行支援（養成施設） 1 0.0%
就労継続支援A型 1,025 4.3%
就労継続支援B型 3,335 14.0%
計画相談支援 239 1.0%
地域移行支援 2 0.0%
地域定着支援 2 0.0%
障害児相談支援 79 0.3%
児童発達支援 913 3.8%
医療型児童発達支援 10 0.0%
放課後等デイサービス 2,489 10.4%
保育所等訪問支援 7 0.0%
福祉型障害児入所施設 50 0.2%
医療型障害児入所施設 50 0.2%
合計 23,857 100.0%

総費用額（億円）
平成29年度
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出典：国保連データ

障害福祉サービス等におけるサービス種類別にみた総費用額の構成割合の変化（平成26年度～平成29年度）

居宅介護

7.7%

居宅介護
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重訪
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重訪

3.4%

療養

3.3%

療養

3.0%

療養

2.8%

療養

2.6%

生活介護

33.5%

生活介護

31.7%

生活介護

30.7%

生活介護

29.5%

短期

1.7%

短期

1.7%

短期

1.7%

短期

1.7%

施設入所

9.4%

施設入所

8.9%

施設入所

8.4%

施設入所

7.9%

ＧＨ

（介護型）

6.7%

ＧＨ

（介護型）

7.4%

ＧＨ

（介護型）

7.5%

ＧＨ

（介護型）

7.6%

移行

3.0%

移行

2.9%

移行

2.9%

移行

2.8%

就労A
3.4%

就労A
3.9%

就労A

4.2%

就労A
4.3%

就労B
14.4%

就労B
14.3%

就労B

14.1%

就労B
14.0%

児童

発達

3.1%

児童

発達

3.3%

児童

発達

3.6%

児童

発達

3.8%

放課後

デイ

5.5%

放課後

デイ

7.1%

放課後

デイ

8.9%

放課後

デイ

10.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成29年度

居宅介護

重度訪問介護

行動援護

重度障害者等包括支援

同行援護

療養介護

生活介護

短期入所

施設入所支援

共同生活援助

（介護サービス包括型)
共同生活援助

（外部サービス利用型)
自立訓練(機能訓練)

自立訓練(生活訓練)

宿泊型自立訓練

就労移行支援

就労移行支援（養成施

設）
就労継続支援A型

就労継続支援B型

計画相談支援

地域移行支援

地域定着支援

障害児相談支援

児童発達支援

医療型児童発達支援

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

福祉型障害児入所施設

医療型障害児入所施設
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（単位：円）

○ 障害者サービスでは、重度障害者等包括支援、重度訪問介護、療養介護において、１人当たりの費用月額が高くなっている。
○ 障害児サービスでは、福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設において、１人当たりの費用月額が高くなっている。

85,810

638,847

104,332

820,335

60,391

259,419

219,820

67,518

123,960

163,840

77,981

116,017

97,187

116,688

171,603

45,412

129,833

123,612

15,714

31,347

6,743

82,810

35,258

130,558

16,892

259,154

210,884

16,430

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000 600,000 700,000 800,000 900,000

居宅介護

重度訪問介護

⾏動援護

重度障害者等包括⽀援

同⾏援護

療養介護

生活介護

短期入所

施設入所支援

共同生活援助（介護サービス包括型)

共同⽣活援助（外部サービス利⽤型)

宿泊型⾃⽴訓練

⾃⽴訓練（機能訓練）

⾃⽴訓練（⽣活訓練）

就労移⾏⽀援

就労移⾏⽀援（養成施設）

就労継続支援Ａ型

就労継続支援Ｂ型

計画相談支援

地域移⾏⽀援

地域定着支援

児童発達支援

医療型児童発達⽀援

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

障害児入所支援

医療型障害児⼊所⽀援

障害児相談支援

出典：国保連データ

障害福祉サービス等におけるサービス種類別にみた１人当たりの費用額（平成30年３月）
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○ 障害福祉等サービス報酬とは、事業者が利用者に障害福祉サービスを提供した場合に、その
対価として事業者に支払われるサービス費用をいう。

○ 障害福祉サービス等報酬は各サービス毎に設定されており、基本的なサービス提供に係る費
用に加えて、各事業所のサービス提供体制や利用者の状況等に応じて加算・減算される仕組み
となっている。

【障害福祉サービス等報酬の支払いの流れ（概要）】

⑤介護給付費等の請求

利用者

市町村サービス事業者

①障害支援区分認定の申請
（介護給付の場合）、支給申請

②認定、
支給決定

③サービスの提供
④利用者負担
（原則として所得に応じた負担）

⑥介護給付費等の支払い
（利用者負担を差し引いた報酬分）（介護給付、訓練等給付等） （公費負担：国５０％、

都道府県２５％、市町村２５％）

障害福祉サービス等報酬について
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○ 障害福祉サービス等報酬は、サービス提供に要する平均的な費用の額を勘案して設定している。（障害者総合支援法第２９

条第３項等）

○ 利用者に障害福祉サービス等を提供する従業者の賃金は地域によって差があり、この地域差を障害福祉サービス等報酬

に反映する為に、「単位」制を採用し、地域ごと、サービスごとに１単位の単価を設定している。

【障害福祉サービス報酬の算定】（生活介護の例）

事業者に支払われるサービス費（利用者は所得に応じた自己負担）

サービスごとに算定した単位数 サービスごと、地域ごとに設定された１単位の単価

級地 単価 （参考）地域例

１級地 11.22円 東京都 特別区

２級地 10.98円 大阪府 大阪市

３級地 10.92円 千葉県 成田市

４級地 10.73円 兵庫県 神⼾市

５級地 10.61円 茨城県 ⽔⼾市

６級地 10.37円 宮城県 仙台市

７級地 10.18円 北海道 札幌市

その他 10.00円 ー

基
本
報
酬

加
算
・
減
算

定
員
20
人
以
下

区分６ 1,283単位

区分５ 963単位

区分２以下 561単位 等

定員超過減算 基本報酬 × 70/100

人員配置体制加算 ＋33〜265単位

常勤看護職員等配置加算 ＋6〜56単位 等 ※ 障害福祉サービス等の単価は、10円～11.60円
※ 生活介護の単価は、10円〜11.22円

事業者に支払われるサービス費（利用者は所得に応じた自己負担） ＝

① サービスごとに算定した単位数 × ② サービスごと、地域ごとに設定された１単位の単価

障害福祉サービス等報酬の仕組み
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改定時期 改定にあたっての主な視点 改定率

平成21年度改定

○良質な人材の確保
○事業者の経営基盤の安定
○サービスの質の向上
○地域生活基盤の充実
○中山間地域等への配慮
○新体系への移行促進

５．１％

平成24年度改定

○福祉・介護職員の処遇改善の確保
○物価の動向等の反映
○障害児・者の地域移行・地域生活の支援
○経営実態等を踏まえた効率化・重点化

２．０％

平成26年度改定 ○消費税率の引上げ（８％）への対応 ０．６９％

平成27年度改定
○福祉・介護職員の処遇改善
○障害児・者の地域移行・地域生活の支援
○サービスの適正な実施等

０％

平成29年度改定 ○障害福祉人材の処遇改善 １．０９％

平成30年度改定

○障害者の重度化・高齢化を踏まえた、地域移行・地域生活の支援
○医療的ケア児への対応等
○精神障害者の地域移行の推進
○就労系サービスにおける工賃・賃金の向上、一般就労への移行促進
○障害福祉サービスの持続可能性の確保

０．４７％

障害福祉サービス等報酬の改定率の経緯
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○ 新しい経済政策パッケージ（平成29年12月８日）（抜粋）

１．幼児教育の無償化

（具体的内容）

子育て世帯を応援し、社会保障を全世代型へ抜本的に変えるため、幼児教育の無償化を一気に加速する。広く国民が利用している３歳

から５歳までの全ての子供達の幼稚園、保育所、認定こども園の費用を無償化する。なお、子ども・子育て支援新制度の対象とならない幼

稚園については、公平性の観点から、同制度における利用者負担額を上限として無償化する。（略）

（実施時期）

こうした幼児教育の無償化については、消費税率引上げの時期との関係で増収額に合わせて、２０１９年４月から一部をスタートし、2020

年４月から全面的に実施する。

また、就学前の障害児の発達支援（いわゆる障害児通園施設）についても、併せて無償化を進めていく。（略）

○ 経済財政運営と改革の基本方針2018（平成30年６月15日）（抜粋）

１．人づくり革命の実現と拡大

（１）人材への投資

①幼児教育の無償化

（略）

このほか、就学前の障害児の発達支援（いわゆる「障害児通園施設」）については、幼児教育の無償化と併せて無償化することが決定

されているが、幼稚園、保育所及び認定こども園と障害児通園施設の両方を利用する場合は、両方とも無償化の対象とする。（略）

（実施時期）

無償化措置の対象を認可外保育施設にも広げることにより、地方自治体において、幼稚園の預かり保育や認可外保育施設の利用者

に対する保育の必要性の認定に関する事務などが新たに生じることになることを踏まえ、無償化措置の実施時期については、２０１９年

４月と２０２０年４月の段階的な実施ではなく、認可、認可外を問わず、３歳から５歳までの全ての子供及び０歳から２歳までの住民税非

課税世帯の子供について、２０１９年１０月からの全面的な無償化措置の実施を目指す。

障害児の発達支援の無償化
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２．平成30年度障害福祉サービス等
報酬改定について
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平成30年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容

 障害者の重度化・⾼齢化への対応、医療的ケア児への⽀援や就労⽀援サービスの質の向上などの課題に対応
 改正障害者総合支援法等（H28.５成⽴）により創設された新サービスの報酬・基準を設定
 平成30年度障害福祉サービス等報酬改定の改定率︓＋0.47％

１．重度の障害者への⽀援を可能とするグループホームの新たな類
型を創設

２．一人暮らしの障害者の理解⼒、⽣活⼒等を補うための⽀援を⾏
う新サービス（前回の法改正に伴うもの）、「⾃⽴⽣活援助」の
報酬を設定

３．地域生活支援拠点等の機能強化

４．共生型サービスの基準・報酬の設定

１．人工呼吸器等の使用や、たん吸引などの医療的ケアが必要な障
害児が、必要な支援を受けられるよう、看護職員の配置を評価す
る加算を創設

２．障害児の通所サービスについて、利⽤者の状態や事業所のサー
ビス提供時間に応じた評価を⾏う

３．障害児の居宅を訪問して発達⽀援を⾏う新サービス（前回の法
改正に伴うもの）、「居宅訪問型児童発達⽀援」の報酬を設定

障害者の重度化・⾼齢化を踏まえた、
地域移⾏・地域⽣活の⽀援

医療的ケア児への対応等

精神障害者の地域移⾏の推進

１．一般就労への定着実績等に応じた報酬体系とする

２．一般就労に移⾏した障害者に⽣活⾯の⽀援を⾏う新サービス
（前回の法改正に伴うもの） 、「就労定着支援」の報酬を設定

就労系のサービスにおける⼯賃・賃⾦の向上、
一般就労への移⾏促進

１．計画相談支援・障害児相談支援における質の高い事業者の評価

２．送迎加算の⾒直し

障害福祉サービスの持続可能性の確保

１．⻑期に⼊院する精神障害者の地域移⾏を進めるため、グループ
ホームでの受入れに係る加算を創設

２．地域移⾏⽀援における地域移⾏実績等の評価

３．医療観察法対象者等の受⼊れの促進
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○ 障害者の重度化・⾼齢化に対応できる共同⽣活援助の新たな類型として、「⽇中サービス⽀援型共同生活援助」
（以下「日中サービス支援型」という。）を創設。

○ ⽇中サービス⽀援型の報酬については、重度の障害者等に対して常時の⽀援体制を確保することを基本とする。
なお、利⽤者が他の⽇中活動サービスを利⽤することを妨げることがないような仕組みとする。

○ 従来の共同⽣活援助よりも⼿厚い世話⼈の配置とするため、最低基準の５︓１をベースに、４︓１及び３︓１の
基本報酬を設定。

○ 日中サービス支援型共同生活援助（１日につき）
・ 日中サービス支援型共同生活援助サービス費（Ⅰ）

※ 世話人の配置が3:1の場合
(1) 区分６ 1,098単位
︓ ︓ ︓

※ このほか、看護職員を配置した場合の加算を創設する。

○ 住まいの場であるグループホームの特性（生活単位であるユニットの定
員等）は従来どおり維持しつつ、スケールメリットを⽣かした重度障害者
への支援を可能とするため、１つの建物への入居を２０名まで認めた新た
な類型のグループホーム。

○ 地域における重度障害者の緊急⼀時的な宿泊の場を提供するため、短期
入所の併設を必置とする。

2～10人

短期入所１～5人

2～10人

＋

重度の障害者への支援を可能とするグループホームの新たな類型の創設（日中サービス支援型）
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障害福祉ｻｰﾋﾞｽ事業所、
医療機関、行政機関、

民生委員 等

居宅

○ 平成28年の障害者総合⽀援法改正において、障害者支援施設やグループホーム等から⼀⼈暮らしへの移⾏を希望する知的障

（「⾃⽴⽣活援助」）。

○ 平成28年の障害者総合⽀援法改正において、障害者支援施設やグループホーム等から⼀⼈暮らしへの移⾏を希望する知的障

害者や精神障害者などについて、本人の意思を尊重した地域生活を支援するため、一定の期間にわたり、定期的な巡回訪問や

随時の対応により、障害者の理解⼒、生活⼒等を補う観点から、適時のタイミングで適切な⽀援を⾏うサービスを創設

（「⾃⽴⽣活援助」）。

施設

自立生活援助
事業所

一人暮らしを希望
する障害者が移行

相談
要請

随時対応
（訪問、電話、
メール等）

定期的な居宅訪問
（月２回以上）

ＧＨ 病院 等○ 障害者支援施設やグループホーム、精神科病院等から地域での

⼀⼈暮らしに移⾏した障害者等で、理解⼒や⽣活⼒等に不安が

ある者 等

対象者

○ 定期的に利⽤者の居宅を月２回以上訪問し、

・ 食事、洗濯、掃除などに課題はないか

・ 公共料⾦や家賃に滞納はないか

・ 体調に変化はないか、通院しているか

・ 地域住⺠との関係は良好か

などについて確認を⾏い、必要な助⾔や医療機関等との連絡調

整を⾏う。

○ 定期的な訪問だけではなく、利⽤者からの相談・要請があった
際は、訪問、電話、メール等による随時の対応も⾏う。

○ 標準利⽤期間は１年（市町村判断で延⻑可能）

支援内容

「⾃⽴生活援助」の報酬の設定【新サービス】

一人暮らしの継続

人間関係
生活環境
契約手続 等

連絡調整

⾃⽴生活援助サービス費（退所等から１年以内の利⽤者）※

① 利⽤者数を地域生活支援員の人数で除した数が30未満 1,547単位／月

② 利⽤者数を地域生活支援員の人数で除した数が30以上 1,083単位／月

※ このほか、退所等から１年を超える利⽤者の基本報酬も設定

基本報酬

37



○ 地域生活支援拠点等は、障害者の重度化・⾼齢化や「親
亡き後」を⾒据え、障害者の生活を地域全体で支えるた
め、居住支援のためのサービス提供体制を、地域の実情に
応じて整備するもの。

○ 第５期障害福祉計画（平成30年度〜32年度）では、平成
32年度末までに「各市町村又は各障害保健福祉圏域に少な
くとも１カ所の整備」を基本。

※参考︓平成29年9月時点における整備状況 42市町村、11圏域
平成29年度末までに整備予定 117市町村、43圏域

（全国︓1,718市町村、352 圏域）

【相談機能の強化】
○ 特定相談支援事業所等にコーディネーターの役割を担う相談支援専門員を配置し、連携
する短期入所への緊急時の受入れの対応を評価。
・ 地域生活支援拠点等相談強化加算 700単位／回（月４回を限度）等

地域生活支援拠点等の機能強化

【緊急時の受入れ・対応の機能の強化】
○ 緊急の受⼊れ・対応を重点的に評価するために、緊急短期⼊所受⼊加算の算定要件を⾒直し。
・ 緊急短期入所受入加算（Ⅰ） 120単位／日 → 180単位／⽇（利⽤開始⽇から7⽇間を限度）等

【体験の機会・場の機能の強化】
○ ⽇中活動系サービスの体験利⽤⽀援加算を引上げ。
・ 体験利⽤⽀援加算 300単位／日 → 500単位／日（初日から５日目まで）

＋50単位／日 ※ 地域生活支援拠点等の場合 等

【専門的人材の確保・養成の機能の強化】
○ 生活介護に重度障害者支援加算を創設。
・ 重度障害者支援加算 強度⾏動障害⽀援者養成研修（実践研修）修了者の配置 7単位／日（体制加算） 等

【地域の体制づくりの機能の強化】
○ 支援困難事例等の課題検討を通じ、地域課題の明確化と情報共有等を⾏い、共同で対応していることを評価。
・ 地域体制強化共同支援加算 2,000単位／⽉（⽉１回限度）

地域生活支援拠点等

【相談】

【緊急時受入れ】

【地域の体制づくり】

【体験の機会】

【専門性】
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共生型サービスの基準・報酬の設定

○ 介護保険サービスの指定を受けた事業所であれば、基本的に障害福祉（共生型）の指定を受けられるよう、障害福
祉の居宅介護、⽣活介護、短期⼊所等の指定を受ける場合の基準の特例を設ける。

⾃宅

介護保険
通所介護

障害福祉
生活介護

⾒直し前

山間地域など近くに事業所がない場合、遠
方の事業所までの通所が必要。

⾃宅

介護保険
通所介護
＋

共生型
生活介護 障害福祉

生活介護

⾒直し後

近隣の通所介護事業所が共⽣型⽣活介護になる
ことで、身近な場所でのサービスが可能に。

障害福祉
生活介護

65歳

介護保険通所介護

障害福祉生活介護

○介護サービス事業所が共生型障害福祉サービスの指定を受ける場合（障害報酬）

⾒直し前

65歳を境に、なじみのある事業所から
介護サービス事業所へ移⾏する可能性。

障害福祉
生活介護

65歳

介護保険通所介護

障害福祉生活介護
＋

共生型通所介護

⾒直し後

なじみのある事業所が共生型サービスに
なることで、65歳以降も引き続き通
所。

○障害福祉サービス事業所が共生型介護サービスの指定を受ける場合（介護報酬）

【障害福祉サービス等報酬の例】
○ 介護保険の通所介護事業所が、障害
者への⽣活介護を⾏う場合 694単位

○ 共生型生活介護事業所等について、
サービス管理責任者等を配置し、かつ、
地域交流の場の提供等の実施を評価。

【例】
・サービス管理責任者配置等加算（新設）

58単位
・ 共生型サービス体制強化加算（新設）
① 児童発達⽀援管理責任者を配置

103単位
② 保育士又は児童指導員を配置

78単位
等
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【障害児向けサービス】
 児童発達支援
 放課後等デイサービス
 福祉型障害児入所施設
 居宅訪問型児童発達⽀援
【新サービス】

 看護職員加配加算の創設

⼀定の基準を満たす医療的ケア児を受け⼊れるために看護職員を加配し
ている場合に、新たな加算として評価する。

 医療連携体制加算の拡充（通所支援のみ）

医療的ケア児の⽀援のため、外部の看護職員が事業所を訪問して障害児
に対して⻑時間の⽀援を⾏った場合等について、新たに評価する。

 居宅訪問型児童発達⽀援の創設【新サービス】

医療的ケア児等であって、障害児通所⽀援を利⽤するために外出するこ
とが著しく困難な障害児に対し、居宅を訪問して発達⽀援を⾏う。

 送迎加算の拡充

送迎において喀痰吸引等の医療的ケアが必要な場合があることを踏まえ、
⼿厚い⼈員配置体制で送迎を⾏う場合を評価する。

【夜間対応・レスパイト等】
 短期入所

 福祉型強化短期入所サービス費の創設

医療的ケアが必要な障害児者の受⼊れを⽀援するため、短期⼊所の新た
な報酬区分として「福祉型強化短期入所サービス費」を創設し、看護職員
を常勤で１人以上配置すること等を評価する。

【障害者向けサービス】
 生活介護

 常勤看護職員等配置加算の拡充

医療的ケア者を受け⼊れるために看護職員を２名以上配置している場合
を評価する。

【支援の総合調整】
 計画相談支援
 障害児相談支援

 要医療児者⽀援体制加算の創設

医療的ケアを必要とする児者等、より⾼い専⾨性が求められる利⽤者を
支援する体制を有している場合を評価する。

 医療・保育・教育機関等連携加算の創設

医療機関、保育機関等と必要な協議等を⾏った上で、サービス等利⽤計
画を作成した場合に、新たな加算として評価する。

医療的ケア児者に対する⽀援の充実
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・在宅の障害児の発達支援の機会の確保
・訪問支援から通所支援への社会生活の移行を推進

訪問教育

訪問診療・訪問看護

居宅訪問型保育

居宅訪問型
児童発達支援（新設）

居宅

児童発達支援センター 等
○ 重症心身障害児などの重度の障害児等であって、児童発

達支援等の障害児通所支援を受けるために外出することが
著しく困難な障害児

対象者

○ 障害児の居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作

の指導、知識技能の付与等の支援を実施

【具体的な支援内容の例】

・手先の感覚と脳の認識のずれを埋めるための活動

・絵カードや写真を利用した言葉の理解のための活動

支援内容

○ 障害児支援については、一般的には複数の児童が集まる通所による支援が成長にとって望ましいと考えられるため、これまで通

所支援の充実を図ってきたが、現状では、重度の障害等のために外出が著しく困難な障害児に発達支援を受ける機会が提供さ

れていない。

○ このため、重度の障害等の状態にある障害児であって、障害児通所支援を利用するために外出することが著しく困難な障害児

に発達支援が提供できるよう、障害児の居宅を訪問して発達支援を行うサービスを新たに創設する（「居宅訪問型児童発達支

援」）。

「居宅訪問型児童発達⽀援」の報酬の設定

居宅訪問型児童発達支援給付費(１日につき) 988単位

基本報酬
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１．基本報酬の⾒直し

● 現在⼀律の単価設定となっている放課後等デイサービスの基本報酬に
ついて、障害児の状態像を勘案した指標を設定し、報酬区分を設定する。

● また、１日のサービス提供時間が短い事業所について、人件費等の
コストを踏まえ、短時間報酬を設定する。

● この他、経営実調における放課後等デイサービスの収⽀差率（10.9％）
を踏まえ、基本報酬について一定の適正化を図る。

各事業所で中重度の障害児が利用者に占める割合

25.0%

10.7% 10.7%
14.3%

7.1% 7.1%

25.0%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

各事業所における１日のサービス提供時間（平日）

0.4%
2.9%

9.5%
12.8%

32.6%

8.1%
9.4%

5.4%

19.1%
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２．加算の充実

● 指導員加配加算の拡充︓⼀定の条件を満たす場合、児童指導員等の加配２名分まで報酬上評価。 155単位／日×２名分

● 関係機関連携加算の拡充︓学校と連携して個別⽀援計画の作成等を⾏った場合の評価を拡充。 １年に１回 → １月に１回

● 保育・教育等移⾏⽀援加算の創設︓⼦ども⼦育て施策等への移⾏⽀援を⾏った場合に評価する。 500単位／回 等

利⽤者の状態や提供時間に応じた放課後等デイサービスの報酬の⾒直し

［現⾏の基本報酬の例］
（１）授業の終了後に⾏う場合

・利⽤定員が10人以下の場合 473単位（児童発達⽀援管理責任者専任加算計上後※678単位）

（２）休業⽇に⾏う場合
・利⽤定員が10人以下の場合 611単位（児童発達⽀援管理責任者専任加算計上後※816単位）

［⾒直し後の基本報酬の例］

（１）授業の終了後に⾏う場合
・利⽤定員が10人以下の場合

（２）休業⽇に⾏う場合
・利⽤定員が10人以下の場合

指標該当 それ以外

通常時間 656単位 609単位

短 時 間 645単位 596単位

指標該当 それ以外

区 分 787単位 726単位

※児童発達⽀援管理責任者専任加算は報酬改定に伴い改定後の基本報酬に組込み
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○ ⻑期に⼊院する精神障害者等の地域移⾏を進めていくため、地域⽣活⽀援拠点等の整備を促進し、その機能の充実・強化を更に進める
とともに、⽣活の場であるグループホームを確保し、地域相談⽀援等の既存サービスや新たに創設された⾃⽴⽣活援助の活⽤により、
関係機関・関係者による連携や、サービスを複合的に提供できる体制を強化する。

て

て

て

一定の期間にわたり、定期的な巡回訪問や随時の対
応により、障害者の理解⼒、⽣活⼒等を補う観点か
ら、適時のタイミングで適切な⽀援を⾏う。

精神科病院等に１年以上⼊院していた精神障害者に
対して、地域で生活するために必要な相談援助等を
社会福祉士、精神保健福祉士又は公認⼼理師等が実
施することを評価。

精神科病院等からの地域移⾏を促進するため、地域
移⾏実績や専⾨職の配置、病院等との緊密な連携を
評価した新たな基本報酬を設定。

医療観察法対象者や刑務所出所者等の社会復帰を
促すため、訓練系、就労系サービス事業所におい
て、精神保健福祉士等の配置や、訪問により支援
を実施していることを評価。

精神障害者の地域移⾏の推進

相談の機能、緊急時の受け入れ・対応の
機能、体験の機会・場の機能、専門的人
材の確保・養成の機能、地域の体制づく
りの機能について、新たに加算等により
評価。

⾃⽴⽣活援助による訪問支援【再掲】

グループホームにおける精神障害者の支援の評価 地域移⾏⽀援における地域移⾏実績等の評価

医療観察法対象者の受⼊れ促進

地域生活支援拠点等【再掲】
による地域全体で支える

提供体制の構築

精神障害者地域移⾏特別加算 300単位／日
（退院から１年以内）

（新）地域移⾏⽀援サービス費（Ⅰ）3,044単位／月

社会生活支援特別加算 480単位／日

⾃⽴⽣活援助サービス費
利⽤者数を地域⽣活⽀援員の
人数で除した数が

30未満 1,547単位／月
30以上 1,083単位／月

※ 加えて、日中サービス支援型共同生活援助
（再掲）において、重度・⾼齢の精神障害者に
対する支援を実施。

【相談】 【体験の機会】

日中活動系
サービス

【専門性】

グループホーム
障害者支援施設

基幹相談支援センター

【緊急時受入れ】

短期入所

【地域の体制づくり】
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改定後の新基本報酬

改定前 １日の平均労働時間 基本報酬

584単位

７時間以上 615単位

６時間以上７時間未満 603単位

５時間以上６時間未満 594単位

４時間以上５時間未満 586単位

３時間以上４時間未満 498単位

２時間以上３時間未満 410単位

２時間未満 322単位

 基本報酬については、定員規模別の設定に加え、１日の平均労働時間に応じた報酬設定とする。
 労働時間が⻑いほど、利⽤者の賃⾦増加につながることや、⽀援コストがかかると考えられるため⾼い報酬設定とし、メリハ

リをつける。

○ 平均収⽀差率 ＋14.8％
（平成28年度決算）

○ 利⽤者の１⽇の労働時間は、４時
間以上５時間未満が最多

未定稿・取扱注意就労継続⽀援における賃⾦・⼯賃の向上

 基本報酬については、定員規模別の設定に加え、平均工賃月額に応じた報酬設定とする。
 ⼯賃が⾼いほど、⾃⽴した地域⽣活につながることや、⽣産活動の⽀援に労⼒を要すると考えられることから、⾼い報酬設定

とし、メリハリをつける。

平均工賃月額

全体 15,033円

中央値 12,238円

（１）就労継続⽀援Ａ型の平均労働時間に応じた報酬⾒直し

（２）就労継続支援B型の平均工賃に応じた報酬⾒直し

○ 平均収⽀差率 ＋12.8％
（平成28年度決算）

改定前 平均工賃月額 基本報酬

584単位

4.5万円以上 645単位

3万円以上4.5万円未満 621単位

2.5万円以上3万円未満 609単位

2万円以上2.5万円未満 597単位

１万円以上2万円未満 586単位

５千円以上１万円未満 571単位

５千円未満 562単位

改定後の新基本報酬

＜⼈員配置７．５︓１ 定員20人以下＞

＜⼈員配置７．５︓１ 定員20人以下＞
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・遅刻や欠勤の増加
・身だしなみの乱れ
・薬の飲み忘れ

企業等

「就労定着支援」の報酬の設定

就労移⾏⽀援事業所
就労継続支援事業所（Ａ、Ｂ）

生活介護
⾃⽴訓練

働く障害者

・ 障害者就業・生活支援センター

・ 医療機関
・ 社会福祉協議会 等

②連絡調整

関係機関

②
連
絡
調
整

⼀般就労へ移⾏

就労に伴い生じている生活面の課題
⇒⽣活リズム、体調の管理、給料の浪費等

①
相
談
に
よ
る

課
題
把
握

就労定着支援就労定着支援
事業所

③
必
要
な
支
援

○ 就労移⾏支援、就労継続支援、生活介
護、⾃⽴訓練の利⽤を経て一般就労へ移
⾏した障害者で、就労に伴う環境変化に
より生活面の課題が生じている者

対象者

○ 障害者との相談を通じて生活面の課題を把握するとともに、企業や関係機関等との連絡
調整やそれに伴う課題解決に向けて必要となる支援を実施。
※ 利⽤者の⾃宅・企業等を訪問することにより、⽉１回以上は障害者との対面支援を
⾏う。加えて、⽉１回以上は企業訪問を⾏うよう努めることとする。

○ 利⽤期間は３年を上限とし、経過後は障害者就業・⽣活⽀援センター等へ引き継ぐ。

支援内容

○ 就労移⾏⽀援等を利⽤し、⼀般就労に移⾏した障害者の就労に伴う生活上の支援ニーズに対応できるよう、事業所・家族との連絡調整

等の支援を⼀定の期間にわたり⾏うサービスを新たに創設する（「就労定着支援」）。

○ 就労定着率（過去３年間の就労定着⽀援の総利⽤者数のうち就労定着者数の割合）に応じた基本報酬を設定。
就労定着支援サービス費 3,200単位／⽉（就労定着率9割以上）※

※ 利⽤開始後１年⽬は更に240単位を加算

基本報酬
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計画相談支援・障害児相談支援における質の高い事業者の評価

①モニタリング実施標準期間の⾒直し

 ⽀援の必要性の観点から標準期間の⼀部を⾒直し、モニタリングの頻度を高める。

②相談支援専門員1人あたりの標準担当件数の設定

 サービスの質の標準化を図る観点から、1人の相談支援専門員が担当する一月の標準担当件数（35件）を設定。

⑤計画相談支援の基本報酬の⾒直し

 上記①〜④の⾒直しを踏まえ、⼀定程度適正化。

現行
基本
報酬

新基本
報酬

③加算

④加算

③特定事業所加算の⾒直し

 相談支援専門員等の手厚い配置等を評価する特定事業所加算を、支援の質の向上と効率化を図るために拡充。

④高い質と専門性を評価する加算の創設

 質の高い支援を実施した場合に、支援の専門性と業務負担を評価。
（初回加算、入院時情報連携加算、退院・退所加算、サービス担当者会議実施加算等７項目）

例︓
・ 状態の変わりやすい居宅介護利⽤者 6月→3月
・ 障害者支援施設入所者 1年→6月 等（６⽉間・１年間）

（３月間・６月間）

特定事業所加算 300単位／月
特定事業所加算（Ⅰ） 500単位／月
特定事業所加算（Ⅱ） 400単位／月 等

・ 初回加算 300単位／月
・ 入院時情報連携加算（Ⅰ） 200単位／月 等
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● 加算の基本部分について、⾃動⾞維持費の低下等を踏まえた適正化を図る。

※ 現⾏単位を設定した平成24年と⽐べて燃費は向上。⾃動⾞維持費も低下（15,600円→11,800円 ︓▲24.4％（月額）
⺠間調査）。

● ⽣活介護においては、重度者を送迎した場合の更なる加算について、２⼈での介護など⼿厚い⽀援

が必要なことを踏まえ、引き上げる。

１．加算単位の⾒直し

● 同一敷地内の事業所への送迎については、現⾏の加算単位より30％減算する。

※ 全体の１／３程度の送迎が同⼀敷地内で⾏われている。

２．同一敷地内送迎の適正化

３．就労継続支援Ａ型及び放課後等デイサービスの送迎加算の⾒直し

● 就労継続支援A型については、自ら通うことが基本であることを再度徹底。
● 放課後等デイサービスについては、障害児の⾃⽴能⼒の獲得を妨げないように配慮するよう通知。

（現⾏） （改定後）

送迎加算（Ⅰ） 27単位／回 21単位／回

送迎加算（Ⅱ） 13単位／回 10単位／回

（現⾏） （改定後）

14単位／回 28単位／回

送迎加算の⾒直し
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